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　明けましておめでとうございます。

　会員の皆様を始め関係者の皆様におかれましては、お健やかな新年をお迎えのこととお慶び申し

上げます。

　常日頃から、当協会の業務運営、推進に多大なご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　昨年の国土交通省所管の公共土木施設の被害報告額は、平成26年12月15日現在で直轄、補助合わ

せて、9,098箇所、1,731億円とされています。この額は、東日本大震災が発生した平成23年を除い

た過去 4年間の平均とほぼ同じ規模であります。

　これらの災害を振り返ってみますと、主な被害としては 2月の大雪被害、 ７月の台風 8号による

長野県南木曽町の土砂災害、 7月の山形県南陽市の浸水被害、 8月の台風12号、11号による四国南

部の浸水被害、 8月の京都府福知山市街地での約4,400棟にものぼる浸水被害、広島市の死者74名

にものぼる大規模な土砂災害、 9月の御嶽山の63名の犠牲者を出した噴火災害、11月の長野県北部

地震等、全国各地で大きな人的被害を伴う各種の災害がありました。

　被災されました方々に衷心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り

申し上げます。

　近年の傾向として、短時間での集中豪雨が増えており、1970年代から1980年代と2000年代から

2010年代の時間雨量50㎜の大雨の発生件数の平均を比較すると約1.4倍になっております。また、

気象現象と関係の深い海面水温29度の線が北上しており、台風の大型化や集中豪雨の増加の原因と

年頭のご挨拶

公益社団法人全国防災協会 会長　陣　内　孝　雄
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なっているとされており、昨年 7月の台風 8号では、台風における初めての特別警報も発令されま

した。

　このような折、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）により、昨年 3月に、海面上昇、高潮、

大都市部への洪水被害、極端な気象現象によるインフラ機能の停止などを高いリスクとして挙げて

いる報告書が発表されています。

　また、南海トラフ巨大地震では、震度 ７が10県１５１市町村、死者３２万人、経済的被害が約２２０兆円、

都心南部直下地震では震度 ７が ２区、死者２．３万人、被害額約96兆円と甚大な被害が想定されてい

ます。

　更に、地域防災力を担っている建設業就業者の減少、住民の高齢化や小規模な自治体における技

術者不足など防災行政における大きな課題があります。

　このような状況を踏まえると、国土強靭化施策の実現が益々重要となっていることは申し上げる

までもなく、災害復旧事業・改良復旧事業の早期・的確な実施が、被災地の復旧・復興、再度災害

の防止、民生の安定に必要であり、かつ重要な行政の責務となっています。

　当協会といたしましては、昨年から、大規模な災害が発生した場合に災害復旧や改良復旧計画立

案のため、被災自治体から国土交通省防災課に要請がなされ必要と判断された場合に、無償で災害

復旧技術専門家を派遣する制度を設け、既に 3県に派遣したところであります。今後とも積極的に

活動してまいる所存ですので、よろしくお願いいたします。

　当協会は、本年も公益社団法人として着実な歩みを進めて参る所存でございますので、ご支援ご

鞭撻を賜りますようお願い申し上げますとともに、会員各位、関係者各位の益々のご健勝とご多幸

をお祈り申し上げまして、新年の挨拶といたします。
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年頭所感
　安全で豊かなくらしを支えるために

国土交通省水管理・国土保全局長　池　内　幸　司

　新しい年を迎えるにあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。
　皆様には、日ごろから水管理・国土保全局の所管行政の推進にご支援とご協力を賜り、厚く御礼
申し上げます。

　昨年は、特に水害や土砂災害等が頻発した年でした。台風 8号に伴う豪雨による長野県南木曽町
の土砂災害、相次いで日本に接近した台風12号、11号による四国での総雨量1,000㎜を超える豪雨に
よる浸水被害、一昨年に続く京都府北部での豪雨災害、広島市で発生した甚大な土砂災害や10月の
台風18号、19号の相次ぐ上陸など、各地で大きな被害が発生しました。また御嶽山の噴火によって
多くの方々が犠牲となるとともに、11月に長野県北部を震源とする地震が発生し多数の家屋への被
害や土砂崩落等が発生しました。さらに12月には、全国的に異例の大雪や強風等に見舞われました。
　中でも 8月に広島県で発生した土砂災害は、74名の方が亡くなられるという痛ましい災害となり
ました。これを教訓に、改正土砂災害防止法が臨時国会で成立しました。この法改正では、自治体
や住民が的確な避難を判断できる仕組みを構築するため、警戒区域指定等に必要な基礎調査の結果
の公表の義務付け、土砂災害警戒情報の法律上への明記と市町村への通知の義務付け、土砂災害に
対する安全な避難場所の確保等の避難体制の充実・強化等が盛り込まれています。今後、改正土砂
災害防止法に基づき、基礎調査や警戒区域指定、避難体制の充実・強化等の取組を促進して参ります。
　また、頻発する災害や、それに対する国土の脆弱性などを踏まえ、雨の降り方のステージが変わ
ったとの認識のもと、危機感をもって防災・減災対策に取り組む必要があります。そこで「新たな
ステージに対応した防災・減災のあり方に関する懇談会」を設置し、有識者のご意見を頂いて、新
たなステージに備えるため、最大クラスの洪水や高潮等に対して、命を守り、社会経済活動の壊滅
的な被害を回避するためにどのような枠組みや備えが必要か等について検討しているところです。
このような基本的な考え方を、現在検討を進めている水災害分野の気候変動適応策にも取り入れて
いくことが重要と考えています。
　さらに、発生が懸念される首都直下地震や南海トラフ巨大地震に対しては、発災時の応急活動計
画や、発生に備えて戦略的に推進すべき対策等をとりまとめた国土交通省の対策計画を昨年 4月に
策定し、 7月の対策本部において、重点対策等の実施状況について対策計画のフォローアップを行
いました。今後、道路啓開計画の策定や緊急地震速報・津波警報等の迅速化・高精度化、電子防災
情報システムの導入等の重点対策に、省の総力を挙げて取り組むこととしております。
　災害対応に関しては、昨年も広島の土砂災害や御嶽山の噴火をはじめとした災害時に、全国の
TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を現地に派遣し、応急活動や早期復旧の支援を行ったとこ
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ろです。より迅速かつ的確な支援活動が行われるよう、さらに具体的な活動計画の策定や実践的な
訓練の実施等を通じ、活動体制の充実・強化を図って参ります。
　国際関係では、防災の主流化を主導すべく我が国の取組の情報発信に努めています。昨年10月に
は、国連「水と衛生に関する諮問委員会」が 6年ぶりに日本で開催されました。「水循環・水と災
害に関する特別セッション」では、同委員会の名誉総裁である皇太子殿下のご臨席を賜りお言葉を
頂きました。また、同セッションに出席した太田国土交通大臣は挨拶の中で、近年の雨の降り方の
変化に触れ新たなステージへの対応が必要であること、水のもたらす「災い」に適切に対応しつつ
「恵み」を享受していくために「水循環」の取組が必要であること等について発言されました。
　今年 3月には仙台で「第 3回国連防災世界会議」が開催されます。世界各国の防災の取組の指針
となる兵庫行動枠組の後継枠組の策定に向けた議論に積極的に関与し、我が国の取組・経験を世界
に向けて発信して参ります。

　インフラの戦略的維持管理・更新に関しては、政府のインフラ長寿命化基本計画や、昨年 5月に
国土交通省が策定したインフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく取組を進めています。昨年度の
河川法の改正に続き、今年度は海岸法が改正され、海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕
の責務が明確化されました。また、これに関連する政令・省令の改正を行い、維持・修繕に関する
基準を創設したところです。これらも踏まえ、施設の適切な維持管理・更新を推進して参ります。

　水環境の保全・再生等に関し、昨年は、健全な水循環を維持・回復するための施策を包括的に推
進するため、水循環基本法が 7月に施行されました。今後、水循環に関する施策についての基本的
な方針や施策を推進するために必要な事項を定めた「水循環基本計画」が策定されます。また、 5
月には雨水の利用の推進に関する法律が施行され、今後、雨水利用のための施設の設置に関する国
や独立行政法人等の目標を国が定めるとともに、雨水利用の推進に関する基本方針を国土交通大臣
が定めることとしております。これらの法律等に基づき、健全な水循環を維持・回復するための政
府一体となった取組が展開されます。
　こうした動きも踏まえ、渇水への対応や汚水処理施設の整備を引き続き推進するとともに、すべ
ての川づくりの基本となる「多自然川づくり」の取組、エコロジカル・ネットワークの形成等を進
めていきます。また、下水道におけるバイオマスのエネルギー活用や再生水の利用、世界的な戦略
物資であるリンの再生利用等も推進して参ります。
　水辺に関心を持つ市民・企業・行政が連携して水辺とまちが一体となった美しい景観と新しい賑
わいを生み出す「ミズベリング・プロジェクト」の取組を進めています。現在、全国の水辺で、地
域の特色や実情にあわせ、地域の方々が水辺の未来について語り合う「ミズベリング会議」が開催
されているところです。引き続き、オリンピック・パラリンピックの開催を2020年に控えた東京を
はじめ全国で、水辺の賑わいを取り戻し良好な水辺空間を再生する取組を促進していきたいと考え
ています。
　昨年 7月、国土交通省は、2050年を見据えた国土づくりの理念や考え方を示すものとして、「国
土のグランドデザイン2050」を策定しました。このような長期的な視点も踏まえ、防災・減災対策、
水環境の保全・再生、インフラの戦略的維持管理・更新等の取組を進めていく所存です。皆様の引
き続きのご支援とご協力を心からお願い申し上げます。
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　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　昨年は、 8月の広島市での短時間の大雨による土砂災害により死者74名、負傷者44名という甚大

な被害が生じ、 9月には長野県と岐阜県の間に位置する御嶽山での噴火により死者57名、行方不明

者 6名という戦後最悪の火山噴火災害が発生いたしました。そのほかにも、 7月の台風 8号による

長野県南木曽町での土砂災害や山形県南陽市での浸水被害、 8月の台風12号・11号による四国南部

での浸水被害、11月の長野県北部地震及び12月の四国地方における異例の降雪など、大きな被害を

伴う災害が頻発いたしました。

　これらの災害に対し、国土交通省では昨年TEC-FORCE（緊急災害対策派遣）隊員1,810人を、

32都道府県、129市町村に派遣し（12月15日時点）、災害直後から被災調査や被害拡大防止などの支

援を実施しました。また、関係機関の活動としまして、気象庁からの気象情報や国土地理院からの

地図情報などの提供、現場における水防団、建設業者、自衛隊等との相互協力体制により対応いた

しました。

　公共土木施設被害については、全国47全ての都道府県において9,098箇所、被害額は1,731億円に

上りました（12月15日時点）。このような中、国土交通省では特に被害が集中した自治体に対し早

期復旧を支援するため、災害復旧の迅速化に向けて、これまで1,000万円としていた総合単価の限

度額を撤廃し、積算作業を効率化させ査定事務を簡素化いたしました。さらに、災害発生時に被災

自治体が行う災害復旧や改良復旧の計画立案を支援するため、昨年より災害復旧技術専門家派遣制

新年のご挨拶

国土交通省水管理・国土保全局 防災課長　石　橋　良　啓
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度を試行的に運用しており、山形県南陽市、長野県南木曽町、広島県広島市に専門家を派遣し支援

を実施いたしました。

　昨年は臨時国会において、土砂災害防止法（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律）、災害対策基本法や海岸法の一部改正が行われ、大規模災害に対する備えを着実

に進めているところです。また、甚大な被害が想定される南海トラフ巨大地震・首都直下地震への

備えとして、昨年 ４月 １日にそれぞれの対策計画を策定しました 。 7月17日には、大臣をトップと

する対策本部会議において、対策計画実施状況のフォローアップを行い、平成27年度以降の重点対

策を決定いたしました。大規模水害に備えた防災・減災対策に関しては、昨年 1月に対策本部とそ

の下にワーキンググループを設置し、全国の直轄管理河川において避難勧告の発令に着目したタイ

ムラインを策定いたしました。これを昨年の出水期に試行した結果、災害対応の迅速な行動に繋が

り、市町村との円滑な連携を図ることができたことから、今後も引き続きこの取り組みを拡大して

いきたいと思います。また、災害対応力の強化を図るため、地方ブロックを越えた広域的かつ実践

的な防災訓練を国、自治体、その他関係機関等が一体となって実施しております。さらに、時間50

㎜を上回る豪雨が全国的に増加するなど、近年雨の降り方のステージが変わったとの認識のもと、

最大クラスの洪水・高潮等を想定し、「命を守り」、「壊滅的な被害を回避する」ためにはどのよう

な備えをしておくべきかという視点から、「新たなステージに対応した防災・減災のあり方」を検

討しているところです。

　このように国土交通省では、最大クラスの災害に対しても議論をしているところであり、「新た

なステージに対応した防災・減災のあり方」も踏まえ、頻発する災害に対する応急対応や事前対策

を進めるとともに、省の総力を挙げて取り組むべき大規模災害に対しても、計画づくりや訓練を通

じて、対策を強化してまいります。

　結びに、貴協会のご発展と会員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただ

きます。
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　（公社）全国防災協会の平成26年度災害復旧促進全
国大会が去る11月27日（木）東京都千代田区の砂防
会館（別館 1階：シェーンバッハ・サボー）におい
て、全国各地から約470人余りの会員・賛助会員及
びご来賓の参加を得て、定刻の11時から開催されま
した。
　全国大会の開催にあたり、会長の陣内孝雄から主
催者挨拶があり、引き続き、会長が大会の議長に推
挙され、議事が始まりました。
　はじめに、北川イッセイ 国土交通副大臣からご
来賓の挨拶をいただきました。引き続き、ご臨席を
賜りました国会議員及び国土交通省幹部の紹介があ
りました。ご来賓の皆様には、ご多忙中にもかかわ
らずご出席を賜りまして、誠にありがとうございま
した。紙面を借りて、心から感謝申し上げます。
　次に、秋野公造 参議院災害対策特別委員長、佐
藤信秋 参議院議員のメッセージ・祝電が披露され

平成26年度 災害復旧促進全国大会 開催

と　き　平成26年11月27日（木）11：00〜 会　場　砂防会館 別館
　（シェーンバッハ・サボー）

ました。
　引続き、災害復旧事業及び災害防止事業に多年に
わたり献身精励し、顕著な功績のあった個人53名及
び団体 2団体に対し、会長から「平成26年度災害復
旧及び災害防止事業功労者」として表彰状及び記念
品が授与されました。受賞者を代表し、個人表彰を
受けられた元福島県土木部長 渡辺広喜氏から謝辞
の言葉をいただきました。
　受賞者の皆様には心からお祝い申し上げますとと
もに、今後、益々のご健勝とご活躍をご祈念申し上
げます。
　休憩を挟み、平成26年の災害状況と国土交通省の
対応について、国土交通省水管理 ･国土保全局の石
橋良啓 防災課長から説明をいただきました。
　要望決議に先立ち、地方代表意見発表者として広
島市長 松井一實氏から、「 8・20豪雨災害について」
と題して、広島市の概要、発災時の気象状況、被災



平 成 27 年  1  月  1  日 防 災 （9）第 787 号

平成２6年度 災害復旧促進全国大会 次第

会　長　挨　拶 来　賓　挨　拶

来賓挨拶　国土交通副大臣　北川イッセイ 様会長挨拶　陣内　孝雄

⑴　開　　会
⑵　会長挨拶	 陣　内　孝　雄 　
⑶　議長選出
⑷　来賓挨拶　　　　　　　　　　　　国土交通副大臣	 北 川 イッセイ 様
⑸　来賓紹介（祝電披露）
⑹　災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
　　　　　＜休　　憩＞
⑺　国土交通省災害対策概況説明　　　水管理 ･国土保全局防災課長	 石　橋　良　啓 様
⑻　地方代表意見要望発表　　　　　　広島市長	 松　井　一　實 様
⑼　大会要望決議採択　　　　　　　　副会長（新潟県加茂市長）	 小　池　清　彦 　
⑽　閉　　会
　　　※以上で、大会は終了し、関係方面に要望決議を提出する人は出発

状況、災害応急対策、応急復旧の状況、市民・県民
及び全国からの支援、復興計画、意見要望事項（査
定設計委託費補助の交付要件の拡大、改良復旧の要
件緩和、各種公共事業予算の大幅な増額）の発表が
なされました。
　地方代表からの意見発表を受け、議長から国会並
びに政府に対する本大会での「要望決議」について
の提案があり、小池清彦 副会長（新潟県加茂市長）

から（案）が披露され、会員総意の賛同により、原
案のとおり採決され、平成26年度の災害復旧促進全
国大会が終了しました。
　大会終了後、直ちに本大会で決議された要望決議
書をもって、各都道府県の参加者等により、国会及
び国の関係機関に対しその実現方の要望活動が実施
されました。
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来　賓　紹　介

出席国会議員

　前 衆議院議員  １ 名
桜　井　　　宏（比例・東海）

（敬称略）

　参議院議員  5 名

　参議院議員  49名

井　上　義　行（比例）
松　下　新　平（宮崎）
岩　井　茂　樹（静岡）
堂　故　　　茂（富山）
佐　藤　信　秋（比例）

泉　　　ケンタ
石　破　　　茂
國　場　幸之助
池　田　道　孝
牧　島　かれん
西　川　京　子
寺　田　　　稔
小　渕　優　子
西　川　公　也
西　村　康　稔
御法川　信　英
小　池　百合子
左　藤　　　章
中　谷　真　一
濵　地　雅　一

増　子　輝　彦
小　西　洋　之
室　井　邦　彦
古　川　俊　治
舞　立　昇　治
アントニオ 猪木
石　井　正　弘
野　村　哲　郎
山　本　順　三
山　本　一　太
松　村　祥　史

金　子　原二郎
長谷川　　　岳
磯　崎　仁　彦
長　峯　　　誠
上　月　良　祐
平　野　達　男
石　井　浩　郎
大　野　泰　正
大　沼　みずほ
滝　沢　　　求
北　村　経　夫
広　田　　　一
西　村　まさみ
馬　場　成　志

山　本　幸　三
棚　橋　泰　文
松　本　剛　明
小　沢　一　郎
吉　川　貴　盛
橋　本　英　教
小　林　鷹　之
井　野　俊　郎
野　田　　　毅
泉　原　保　二
武　藤　容　治
町　村　信　孝
門　　　博　文
田　畑　裕　明
小田原　　　潔

田　中　　　茂
岩　城　光　英
島　田　三　郎
杉　　　久　武
森　　　まさこ
宮　本　周　司
柴　田　　　巧
大　家　敏　志
古　賀　友一郎
大　島　九州男
滝　波　宏　文

猪　口　邦　子
松　山　政　司
野　上　浩太郎
石　井　準　一
中　西　祐　介
脇　　　雅　史
井　原　　　巧
山　崎　　　力
常　澤　正　史
吉　良　よし子
中　泉　松　司
塚　田　一　郎
薬師寺　みちよ

関係団体   8 名
（一財）国土技術研究センター
	 谷　本　光　司
（一財）砂防・地すべり技術センター
	 白　岩　幸　夫
（一財）河川情報センター	 上　総　周　平
（一社）斜面防災対策技術協会
	 田　代　浩　三
（一財）ダム技術センター	 高　須　修　二
（一社）全国治水砂防協会	 平　山　　　昇
（一社）河川ポンプ施設技術協会
	 渡　部　義　信
（一財）水源地環境センター
	 渡　辺　和　足

代理出席国会議員

　前 衆議院議員  30名

壇上風景　国会議員の方々
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祝　電　披　露
　平成26年度災害復旧促進全国大会のご盛会を心よ
りお慶び申し上げます。
　日頃より災害復旧事業、災害予防事業等の促進に
努められておられます全国防災協会のご尽力に対し
まして敬意を表する次第であります。
　本年も記録的な豪雨や大型台風により広島市をは
じめ全国各地で土砂災害や洪水による甚大な被害が
生じるとともに、御嶽山の噴火により多くの尊い命
が失われました。さらに、長野県北部で発生した地
震により家屋を中心に大きな被害が生じました。被
災地域の早期復旧・復興に向けて尽力されている皆
様をはじめとする関係各位に対し、改めて深く感謝
を申し上げます。

　参議院災害対策特別委員会といたしましても、先
の臨時国会において災害対策基本法の改正を図ると
ともに、今般の衆議院解散に伴い、二院制の意義を
踏まえ、国会閉会中の災害発生に対応できるよう解
散前に委員会を開会し必要な手続を取らせて頂いた
ところです。今後とも、頻発する自然災害から国民
の生命・財産が守られるよう、災害復旧対策及び防
災・減災対策の促進について論議を深め、所要の予
算・事業の確保をはじめ施策の更なる充実が図られ
るよう努めてまいります。
　貴協会及びご参集の皆様のご健勝と一層のご活躍
を心よりお祈り申し上げます。

参議院災害対策特別委員長　秋野　公造

壇上風景　国土交通省幹部 壇上風景　役員・国土交通省幹部・顧問・来賓

壇上風景　石橋 防災課長が説明 壇上風景　役員
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静　岡　県	 渡　辺　健　二
	 清　　　利　之
	 伊　藤　敏　男
	 田　中　宏　明
愛　知　県	 多　田　哲　也
三　重　県	 渡　辺　高　司
兵　庫　県	 小　谷　秀　樹
	 前　田　優　夫
島　根　県	 植　田　充　弘
	 木　佐　幸　佳
	 小　林　活　夫
山　口　県	 深　坂　博　己
	 溝　部　廣　之
徳　島　県	 喜　多　金　男
	 長　浦　茂　康
福　岡　県	 田　中　吉　春
佐　賀　県	 井　手　　　昇
	 三　橋　武　芳
長　崎　県	 中　嶋　　　剛
	 山　口　正　人
熊　本　県	 柳　瀬　義　博
大　分　県	 松　田　浩　二
鹿 児 島 県	 萩　　　　　亮

（団体の部）　 2団体
岩手県	 一般社団法人岩手県建設業協会	
	 盛岡支部
	 （支部長　猿舘　伸俊）
静岡県	 一般社団法人天竜建設業協会
	 （会長　長谷川　智彦）

（個人の部）　53名
青　森　県	 工　藤　富　雄
岩　手　県	 及　川　一　男
	 小　山　公　喜
秋　田　県	 角　上　吉　則
山　形　県	 鈴　木　健　治
福　島　県	 渡　辺　宏　喜
	 笹　原　仁　一
茨　城　県	 海老根　　　隆
栃　木　県	 澁　江　信　行
	 渡　辺　喜一郎
群　馬　県	 砂　長　　　博
	 三　田　　　浩
埼　玉　県	 小　林　安　雄
	 下　田　俊　哉
千　葉　県	 中　山　拓　也
	 土　田　正　文
新　潟　県	 渋　谷　吉　則
	 長谷川　一　成
	 新　保　　　弘
	 野　中　孝　次
	 大　坂　祐　介
富　山　県	 藤　井　久　一
	 和　田　正　一
山　梨　県	 清　水　浜　雄
	 田　中　義　一
長　野　県	 西　澤　和　幸
岐　阜　県	 伊　藤　武　重
	 井　上　勇　治
	 大　森　政　弘
静　岡　県	 望　月　良　明

平成26年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰名簿

　他に祝電・メッセージをお寄せ頂いた方（敬称略）

　前 衆議院議員
小　池　百合子	 大久保　三　代
松　本　　　純	 門山　ひろあき

石　井　啓　一	 漆　原　良　夫
前　原　誠　司	 中　丸　　　啓
鈴　木　たかこ

　参議院議員
佐　藤　信　秋

（敬称略）
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功労者謝辞（代表：渡辺　宏喜）功労者受賞（代表：渡辺　宏喜）

功労者表彰 謝辞
　誠に僭越ではありますが、受賞者を代表いたしま
して、御礼の言葉を述べさせていただきます。
　本日は、陣内 会長をはじめ関係者の皆様には、
私たちのために栄えある表彰の機会を設けて頂きま
したことに対し、心から御礼を申し上げます。
　私たちといたしましては、日々の業務において、
災害への備えや被災箇所の早期復旧が地域の人々の
安全・安心や元気づくりに少しでも役に立てばとの
思いで行ってきた仕事が、このような晴れの表彰を
受けますことは、この上ない喜びであり、改めて感
謝申し上げます。
　さて、日本は昔から自然災害の国であり、東日本
大震災や、今年の人的被害が甚大となった広島の土
砂災害、戦後最悪の死者数が出た御嶽山の噴火など、
全国各地で発生いたしました。
　自然災害との戦いは、正に日本という国の宿命で
あり、終わりのない戦いであります。
　今、ここでもう一度その原点に立ち返って、自然
と向き合い、国民生活の安全・安心の確保を最優先
に進めていく必要があります。
　私たちも、本日の受賞を大きな励みとして、それ

ぞれの立場で引き続き安全・安心で元気な地域づく
りに微力ながら努力して参る考えであります。
　私は、今年 ３月まで福島県の職員でありましたの
で、この機会に東日本大震災で甚大な被害を受けた
被災県としまして一言述べさせていただきます。
　発災後、国をはじめとした全国の都道府県、政令
指定都市、市町村、並びに関係機関・団体から多大
なるご支援とご協力を頂きましたこと、そして今も
頂いておりますことに対し、この場をお借りしまし
て、心より感謝と御礼を申し上げます。
　東北の被災地は、これから震災後 ４回目の冬を迎
えます。
　おかげさまで災害復旧の方は、徐々に進んで参り
ましたが、復旧・復興ともまだ道半ばであります。
　どうぞ、全国の皆様方には、引き続きのご支援と
ご協力をよろしくお願い申し上げます。
　終わりに、国土交通省、全国防災協会の皆様、並
びに本日ご臨席の皆様のますますのご健勝を祈念い
たしまして御礼の言葉とさせていただきます。

　平成26年11月27日
受賞者代表　渡辺　宏喜
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意見発表者（広島県広島市長 松井一實 様） 地方代表意見発表風景

地方代表意見発表

平成26年度 功労者表彰の方々
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　このように、平成26年は、大雪、大雨、土砂災害、
火山噴火と様々な災害が発生しているが、今後、首
都直下地震、東海・東南海・南海地震が発生するこ
とも想定され、地震被害及び津波被害をできるだけ
少なくするため、全国レベルで公共施設の耐震化、
津波対策等を強力に推進する必要がある。
　また、「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」
が公表した第 ５次評価報告書によると、今世紀末ま
でに極端な降水がより強く、頻繁になる可能性が非
常に高いと予測している。
　更に、気象庁によると、「昭和51年以降37年間に
ついて短時間強雨の長期変化をみると、明瞭な増加
傾向を示している。」としている。
　これらへの対処として、災害予防対策をより強力
に進めるとともに、災害が発生したとき、被災した
地方公共団体に対して復旧・復興を速やかに行える
よう適切な措置を図ることは、国としての義務であ
り責務である。
　これらの点を踏まえ、国会並びに政府に対して次
の事項が実現されるよう強く要望する。

１．　全国各地で甚大な被害となった平成26年発生公
共土木施設災害の、早期復旧を図るとともに、改
良復旧事業を積極的に取り入れ、再度災害防止を
図るための災害関連事業等の迅速な採択と促進に
向け所要の措置を講ずること。
２．　東日本大震災を教訓として、全国の防災、震災
対策等の充実強化を図ることが緊急な課題である
現状において、復興財源の全国防災対策費につい
ては、引き続き、全国の必要な地域に十分な配分
を行い、早期の効果発現を図ること。
３．　地方公共団体が管理している河川及び海岸につ
いて、地震・津波対策として必要な堤防の嵩上げ、
堤防の耐震・液状化対策、水門・陸閘等の自動化、
遠隔操作化等が早急に図れるよう、国の財政支援
措置を図るとともに、直轄管理に係るこれら施設
についても、同様の事業が早急に図れるよう措置
すること。
４．　被災した地方公共団体に対し、迅速かつ的確に
被災状況の調査や応急活動、復旧に関する技術支
援を行う TEC-FORCE の体制、装備の充実を図
られたい。また、災害発生時に地方公共団体の長
を支援するリエゾンの体制充実を図られたい。
５．　公共事業における労務単価の上昇や資材価格の

決　　　議
　我が国は、地理的、気象的に自然災害に対して極
めて厳しい条件下にあり、歴史的に見て幾度もの大
きな水害や地震等に見舞われ、甚大な被害を被って
いる。
　本年の主な災害を振り返ると、 ２月14日から15日
にかけて、山梨県、埼玉県、群馬県で観測史上 １位
の大雪となり、雪崩や孤立集落が発生するなど首都
圏を含む太平洋側各地で大雪被害が発生した。
　 ７月10日に鹿児島県に上陸した台風第 8号は、停
滞していた梅雨前線と相まって沖縄県から九州、更
に太平洋沿岸を進み、遠く離れた地域を含めて各地
に多くの被害を発生させた。特に 9日には長野県南
木曽町で土石流が発生し、家族 ４人が巻き込まれこ
のうち12歳の男子が死亡した。
　 7月30日から発生した「平成26年 8 月豪雨」によ
り、 8月16日と17日の 2日間に降った雨の量が、京
都府福知山市や岐阜県高山市等で観測史上 1位を更
新する等、近畿、北陸、東海地方を中心に大雨とな
った。その後も、中国地方や九州北部地方を中心に
大気の状態が非常に不安定となった。20日 3 時30分
には、広島県で 1時間に101ミリの猛烈な雨を観測
し、土石流107件、がけ崩れ59件が発生し、死者74名、
全壊133戸、半壊122戸、一部損壊174戸にも上る甚
大な被害が発生した。
　更に、 ９月27日11時52分頃に御嶽山が噴火し、10
月22日時点で死者57名、行方不明者 ６名、負傷者69
名にも上る甚大な人的被害が発生した。

要　望　決　議

要望決議の披露　小池　清彦 副会長（新潟県加茂市長）
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各県出席者状況一覧

高騰などに伴う当初事業費の変動に対処するた
め、災害復旧事業において実施されている再調査
制度を、災害復旧助成事業にも導入されたい。

　以上、決議する。
　　平成26年１1月27日
　　　　　　　　災害復旧促進全国大会

都道府県名 出席者数 左の内、出席された市町村長

北 海 道 5 喜茂別町長（役員）、新ひだか町長、本別町長、知内町長

青 森 8 藤崎町長

岩 手 12 一関市長、矢巾町長、洋野町長

宮 城 6 蔵王町長

秋 田 3 秋田市長（役員）

山 形 1 　

福 島 23 天栄村長、玉川村長、古殿町長、塙町長、矢祭町長、三島町長、檜枝岐村長、南相馬市
長、鮫川村長

茨 城 3 　

栃 木 4 　

群 馬 3 　

埼 玉 3 　

千 葉 1 　

東 京 1 　

神 奈 川 1 　

新 潟 19 加茂市長（役員）、南魚沼市長

富 山 12 上市町長

石 川 2 　

福 井 2 　

山 梨 13 　

長 野 26 安曇野市長、小海町長、南牧村長、南相木村長、北相木村長、南箕輪村長、泰阜村長、
木曽町長、上松町長、木祖村長、大桑村長、生坂村長

岐 阜 5 　

静 岡 22 河津町長

愛 知 3 　

三 重 16 　

滋 賀 1 　

京 都 3 　

兵 庫 4 　

奈 良 5 天川村長、上北山村長

和 歌 山 13 紀美野町長、由良町長、上冨田町長、古座川町長、北山村長、上島町長

鳥 取 1 　
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会場風景（大会参加者）

都道府県名 出席者数 左の内、出席された市町村長

島 根 5 美郷町長、津和野町長、海士町長

岡 山 1 　

広 島 12 広島市長（意見発表者）、江田島市長、坂町長、世羅町長

山 口 2 　

徳 島 3 牟岐町長

香 川 3 　

愛 媛 4 上島町長

高 知 3 土佐町長（役員）

福 岡 3 　

佐 賀 5 　

長 崎 3 　

熊 本 9 美里町長、玉東町長、錦町長、多良木町長、球磨村長

大 分 1 　

宮 崎 5 椎葉村長、諸塚村長 , 西米良村長

鹿 児 島 2 　

沖 縄 1 　

合　計 283 　

（注）　出席者には、役員、功労者表彰受賞者、各都道府県協会の役員（代理を含む）を含む。
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「異例の降雪に対する国土交通省対策本部」
について

国土交通省水管理・国土保全局防災課

　本日、太田国土交通大臣の指示により、今後の異
例の降雪にあらかじめ備えるため、これまでの対応
で得られた知見や教訓を踏まえ、異例の降雪となっ
た場合において被害を最小化するための対応を迅速
かつ的確に実施することを目的として、今冬期間中、
国土交通省に「異例の降雪に対する国土交通省対策
本部」を常設します。

１．趣　　旨
　本年12月、普段ほとんど雪が積もらない四国地方
において異例のまとまった降雪があり、幹線道路に
おける立ち往生車両の発生による交通障害が発生し
た。また、多数の孤立集落の発生等、大きな被害や
社会的影響が生じた。
　これらの地域では、雪に対する経験や備えがほと
んどないため、少量の積雪でも大きな被害や混乱が
生じたものである。また、普段から降雪の多い地域
においても、記録的な降雪等により大きな被害が発
生するおそれがある。
　今後の異例の降雪にあらかじめ備えるため、これ
までの対応で得られた知見や教訓を踏まえ、国土交
通省が関係府省や地方公共団体等と連携し、異例の
降雪となった場合において被害を最小化するための
対応を迅速かつ的確に実施することを目的として、
今冬期間中、国土交通省に「異例の降雪に対する国
土交通省対策本部」を常設する。

２ ．設 置 日
　平成26年12月 9 日

３ ．メンバー
（本部長）	 国土交通大臣
（本部長代行）	 国土交通副大臣及び国土交通大臣政

務官
（副本部長）	 事務次官、技監及び国土交通審議官
（本部員）
官房長	 道路局長
大臣官房総括審議官	 住宅局長
大臣官房技術総括審議官	 鉄道局長
大臣官房建設流通政策審議官	 自動車局長
大臣官房物流審議官	 海事局長
大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官
	 港湾局長
大臣官房技術審議官	 航空局長
大臣官房官庁営繕部長	 北海道局長
総合政策局長	 政策統括官
国土政策局長	 国際統括官
土地・建設産業局長	 国土地理院長
都市局長	 観光庁長官
水管理・国土保全局長	 気象庁長官
水管理・国土保全局砂防部長	 海上保安庁長官

（平成26年12月 9 日現在）

４ ．事 務 局
　事務局は、水管理・国土保全局防災課が、大臣官
房参事官（運輸安全防災）、道路局国道防災課、及び、
気象庁企画課と連携して務める。
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平成26年　発生主要異常気象別被害報告 平成26年12月15日現在（単位：千円）
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